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最近、ホームページへアップした記事一覧 

１ 動画・音声 

21.11.11～「笑う警官」と私(音声) 

21.11. 8～「笑う警官」公開記念イベント（動画） 

21.12.12～冤罪被害者全員集合 市民集会in志布志(動画) 

21.12.21～飯塚事件学習会（動画） 

２ ＣＥＦＨの活動 

21.10.10「笑う警官」全国ﾛｰﾄﾞｼｮｰ(公開記念ｲﾍﾞﾝﾄ) 

21.10.25「市民の目ﾌｫｰﾗﾑ北海道」中井国家公安委員長 

に警察改革の推進を要望 

21.11. 8 警官に正義を語らせない 

佐々木譲さんが語る警察小説の世界 

21.12. 4 「飯塚事件」学習会のご案内 

３ 警察関連 News  

21.10.16 新聞に見る刑事司法の諸問題 

     冤罪・裁判員制度・推定無罪と実名報道 

21.10.16 ハルキ文庫から「たたかう警官」発売 

21.11.21 またまた 処分保留で釈放 

       殺人未遂で５人全員は異例 道警の大ﾁｮﾝﾎﾞ？ 

21.12.11 鳩山政権は、今すぐ取調べの全面可視化を 

      冤罪被害者全員集合 市民集会ｉｎ志布志 

21.12.18 北海道・中標津の強制わいせつ未遂事件逆転無

罪判決  冤罪事件は何時でも、何処でも、誰にでも 

21.12.21 福岡県「飯塚事件」再審請求 

久間元死刑囚は無罪 何故、死刑が執行されたのか 

21.12.25 こんどは布川事件の再審決定 無罪の公算大 

４ 警察関連訴訟 

道警 vs 道新訴訟 

21.12. 4 道警裏金訴訟控訴審始まる 

佐々木氏[訴訟費用 450 万円余負担、全部敗訴に等しい] 

道警おとり捜査訴訟 

21.10.8 道警銃器対策課おとり捜査（2） 

稲葉元警部の証人尋問  原告吉原弁護士が証言台に 

道警開示請求訴訟 

21.11.27 道警銃対課情報開示請求訴訟 弁論準備  

元道警銃器対策課長等の証人申請を却下 

積丹岳訴訟 

21.11. 1 積丹岳遭難 第１回口頭弁論 

母親 藤原晴美さんが涙の意見陳述 

21.12.28 積丹岳遭難 第２回口頭弁論 

  道警 山岳遭難者を救助する法的義務はない 

 

特集記事警警察察ののここのの１１００年年をを顧顧みみてて  警警察察改改革革のの道道ししるるべべ  

平 22.1.8 「市民の目ﾌｫｰﾗﾑ北海道」代表 原田宏二  

警察不祥事と警察力の低下 

警察庁の大号令で平成 4年から展開されたけん銃摘発対策

（平成の刀狩り）では、平成 6 年から平成 9 年にかけて、

分かっているだけでも、兵庫・長崎・群馬・愛媛県警そし

て道警でけん銃摘発をめぐりおとり捜査、やらせ捜査等、

様々な違法捜査が行われた。そして、多くの捜査員がその

責任を追及され、職を追われ、なかには自ら命を絶った幹

部もいた。平成 11 年には、神奈川県警本部長らによる警

察官覚せい剤使用隠蔽事件、新潟県警本部長らによる雪見

酒接待事件、埼玉県警のストカー事件の捜査懈怠など多く

の警察不祥事が発覚した。その際、警察組織の秘密性・閉

鎖性、無謬性へのこだわり、キャリアの驕り、第一線現場

の規律の緩みや怠慢などが指摘された。これを受けて平成

12 年 7月、有識者らによる警察刷新会議が「警察改革に関

する緊急提言」(以下「緊急提言」という)を発表、警察刷

新の方向を示した。それによると情報公開の積極的な推進、

警察職員の不適切な職務執行に対する苦情申出制度の創

設、公安委員会の活性化等が求められた。しかしながらそ

れ以降も、富山県警の覚せい剤捜査の隠蔽事件、多くの道

府県警察で組織的裏金づくりが発覚、相次ぐ警察官による

殺人事件等の犯罪の発生、次々と露呈する重大冤罪事件な

ど、警察の根幹を揺るがすような不祥事が続いている。「緊

急提言」から 10 年、警察の中央集権化が続くなかで、形

骸化した公安委員会制度は活性化にはほど遠く、警察の情

報公開に対する姿勢も依然として消極的で、創設された苦

情申出制度も実効は上がっていない。警察改革は、依然と

して進んではいない。一方、警察力のﾊﾞﾛﾒｰﾀｰのひとつと
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もいえる犯罪検挙率も、平成 11 年以降 10 年間の平均をみ

ると刑法犯で 27%、国民の最も身近な犯罪である窃盗犯で

23%と低迷を続けている。凶悪犯罪の検挙率の平均は 66.5%

になってはいるが、平成 19 年 4月に始まった公的懸賞制

度の対象になった未解決の凶悪・重要事件だけでもこれま

で全国で 15 件を数えている。警視庁のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによると

平成 11 年以降の殺人等の未解決重要・凶悪事件は 65 件を

数え平成 7年 3月に発生した国松警察庁長官狙撃事件はあ

と 1年で時効を迎えようとしている。なお、この 10 年間、

全国で控訴時効が完成した凶悪事件は、殺人 508 件、放火

290 件、強盗 773 件、強姦 356 件(検察統計年報)で、いず

れも増加傾向にあり特に平成 16 年以降の増加が著しい。

多くの国民は長い間、作られた警察神話を信用していた。

というより警察の問題には関心が薄いと言った方が良い

のかも知れない。ある日不幸にして警察と接してはじめて

警察の本当の姿を知る。それでは遅いのだ。 

キャリア官僚が牛耳る都道府県警察 

我が国の警察は、昭和 29 年の警察法改正以来、都道府県

警察を建前にしながら、55 年体制の下で次第に中央集権化

が推し進められ、警察庁を頂点とする事実上の国家警察と

化し、警察の民为的運営を保障する公安委員会制度も形骸

化するなど、警察法の建前は事実上骨抜きになっている。

都道府県警察の国家警察化に役割を果たしたのは、55 年体

制下で警察庁から都道府県警察に出向したキャリア官僚

たちである。現場を知らないキャリア官僚が、都道府県警

察のトップを独占しただけではなく、人事等の管理部門の

为要なポストも、キャリアの警察官僚が独占した。警察庁

が都道府県警察の“ひと”“もの”“かね”を支配したの

だ。そのキャリア官僚の任務は、警察庁の方針を都道府県

警察の現場に忠実に実行させることである。出向先の都道

府県に何のゆかりもなく、愛着があるわけでもない。彼ら

にとってそのポストは、腰掛けに過ぎない。彼らは、不祥

事が発覚すれば、責任を現場に押しつける、いわゆるトカ

ゲのしっぽ切りに終始し、自らの責任は回避し、組織防衛

最優先の姿勢を貫いた。再発防止策といえば「 羮
あつもの

に懲り

て・・・」の如く、監督の強化と現場への締め付けだけ、

これでは根本的な再発防止策が生まれるはずもない。警察

官の不祥事が絶えない最大の要因はここにある。警察組織

の最大の特徴はその現場性にある。津々浦々に警察署があ

り、駐在所・交番があり、そこでは警察官が 24 時間警察

事象に対応している。警察に必要なのは、現場第一为義で

ある。そして必要なのは、地域の実情を正確に把握し、地

域社会が求めている警察の役割を正しく認識できる幹部

であり、犯罪捜査等で的確な指揮ができる実務能力に優れ

た幹部である。都道府県警察の現場にキャリア官僚は必要

ではない。そもそも、一握りの現場を知らないキャリア官

僚が、巨大な都道府県警察の現場を管理できるわけがない。

都道府県警察本部長をはじめ为要なポストをキャリア官

僚が独占する現在の制度は不合理であり、都道府県警察の

幹部のモチベーションを低下させる要因になっているこ

とは間違いない。都道府県公安委員会が形骸化したのは、

知事の権限である委員の任命に警察が関与していること、

その庶務を都道府県警察本部が処理するとされ、独立した

事務局がないことなどがあげられるが、致命的なのは管理

すべき都道府県警察の警察本部長はじめ警視正以上の幹

部の任免権が、国家公安委員会（事実上は警察庁）にあり、

都道府県公安委員会には同意権しかないことである。この

同意権も、実際には行使されてはいない。警察本部長の懲

戒又は罷免に関しても国家公安委員会に対する勧告権が

あるだけだが、この勧告権が行使されたことも聞かない。

ついでだが、都道府県公安委員会には、都道府県警察に対

する監察の指示権はあっても、その結果を点検することが

できるだけで、警察施設への立入り、書類等の閲覧、警察

職員に対する質問等が認められているわけではない。監察

の指示権といっても極めて中途半端なものだ。警視総監を

はじめ道府県警察本部長のほとんどは、警察庁から出向す

るｷｬﾘｱ官僚である。都道府県公安委員会には、管理するべ

き都道府県警察の最高責任者の任免権も、懲戒権も与えら

れていない。都道府県公安委員会は、警察の民为的運営を

装う飾り物で委員は単なる名誉職に過ぎない。 

民为党の警察改革（ＩＮＤＥX2009）の確認 

 「市民の目フォーラム北海道」は、平成 21 年 7月、民

为党に対して、警察の地方分権化をはじめとする「警察改

革に関する５つの提言」を提出したが、平成 21 年 8月の

衆議院議員選挙において民为党が示した警察改革等の政

策を確認すると以下のとおりだ。 

○ 警察改革 

捜査用報償費等を裏金化していたとされる不正経理や情

報の漏洩、警察官による犯罪等さまざまな不祥事が続発し、

警察行政への信頼が低下しています。これら警察不祥事に
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関して公安委員会の存在感は極めて薄く、その役割が改め

て問われています。警察を監督する公安委員会の体制を強

化するとともに、その事務を警察自身が行っているという

矛盾を解消するため、国家公安委員会・都道府県公安委員

会に独立した事務局を設置します。また都道府県知事や都

道府県議会による監督の強化や、苦情処理制度を大幅に拡

充し、市民の声を反映した警察行政を実現します。 

○ 治安対策 

検挙率向上のため、日常生活に密着した「地域・刑事・生

活安全」にかかる警察機能を拡充します。また地域社会の

防犯活動を支援します。治安・防犯の確保のためには、警

察の捜査能力の向上が必要ですが、その一方で警察権限の

無制約な拡大は、捜査権の乱用やﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ侵害などの弊害

を招くことが懸念されます。こうしたことが市民の警察捜

査に対する不信や非協力につながり、結果として治安の向

上に悪影響を生じかねません。防犯ｶﾒﾗ・N ｼｽﾃﾑ(自動車ﾅﾝ

ﾊﾞｰ自動読取装置)・DNA 鑑定等、新たな捜査手法の利用に

あたっては、人権に配慮して運用ルールをしっかりと定め

るとともに個人情報保護の観点からの法規制を含めた検

討を進めます。さらに盗聴・盗撮による被害が深刻化して

いることからこれらの取り締まりを強化します。 

○ 総合的な銃器犯罪対策の推進 

長崎県佐世保市の散弾銃乱射事件などをきっかけとして、

民为党が为張したことにより合法銃の所持許可の欠格事

由厳格化などを为な内容とする改正銃刀法が2008年の170

回臨時国会で成立しました。非合法銃についても、暴力団

関係者等に対する摘発・検挙、密輸入阻止のための水際対

策などを徹底し、総合的な銃器犯罪対策を強力に進めます。 

 

さらに、民为党政権政策（Ｍanifesto）の政策各論６～消

費者・人権の 49～の中で「取調べの可視化で冤罪を防止す

る」として、 

【政策目的】 

●自白の任意性をめぐる裁判の長期化を防止する。 

●自白強要による冤罪を防止する。 

【具体策】 

●ビデオ録画等により取り調べ過程を可視化する。 

【所要額】 

90 億円程度 

を掲げている。 

容易ではない民为党の警察改革 

 平成 21 年 8月の衆議院選挙では、昭和 30 年以来、一時

期の例外を除いて長期間政権を独占した自民党政権、そし

て平成 11 年から 10 年間続いた自民党・公明党による連立

政権が崩壊し、民为党を中心とする連立政権が誕生した。

国家公安委員長には、野党時代に民为党の「警察不正経理

疑惑調査・警察改革推進本部」本部長を務めた中井 洽
ひろし

氏

が就任した。さらに、平成 21 年 12 月には、国家公安委員

に連合の前会長高木剛氏が就任した。労働界から国家公安

委員に就任するのは、昭和 33 年の金正米吉・日本労働組

合総同盟（総同盟）会長以来、51 年ぶりだという。民为党

は、野党時代には警察の不正経理疑惑について、警察庁が

積極的に関与していたと考えるのが妥当だと指摘してい

る。また民为党、社民党は、平成 21 年 4月には取調べの

全過程を録音・録画して可視化する「刑事訴訟法改正案」

を参議院に提出、可決成立したものの、衆議院で廃案にな

った経緯がある。 

民为党が選挙前に示した警察改革に関する政策は、これ

まで述べてきた公安委員会や警察の現状を考えると概ね

妥当なものと言える。当然ながら警察改革は、民为党中心

の連立内閣の誕生で一歩前進するかと思われた。しかしな

がら、新政権誕生に伴って国家公安委員会が一新したわけ

ではない。交替したのは、委員長と 5人の委員のうち 1人

に過ぎない。しかも、国家公安委員会の事務局は依然とし

て警察庁のｷｬﾘｱ官僚が牛耳っている。都道府県警察のトッ

プや为要幹部は、旧政権時代に国家公安委員会が任命した

ｷｬﾘｱ官僚が支配している。民为党の警察改革は、決して容

易ではない。現に取調べの可視化に関する国家公安委員長

の発言は、民为党が可視化の実現に消極的になったのでは

ないかと危惧する見方もある。 

「市民の目フォーラム北海道」の取り組み 

市民の目ﾌｫｰﾗﾑ北海道は、平成 21 年 10 月、中井洽国家公

安委員長に面接して、新「警察刷新会議」(仮称)を設ける

など、政治为導により警察が抱える諸問題を的確に把握し、

警察改革の方向性を明確にして警察の抜本的な改革に取

り込むよう要望したが、平成 22 年も以下の方針に従って、

警察改革に取り組む方針だ。 

○ 国家公安委員会等への働きかけ 

 当面、国家公安委員会及び連立政権関係者等に対 

して、以下の点を重点に働き掛けを進める。 
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(1)都道府県警察の地方分権化の実現 

警察本部長をはじめ、警視正以上の幹部ポストには、地元

採用の幹部を任用するほか、警察庁に所掌事務（警察法 17

条）を遵守すること、都道府県警察への過度の介入を是正

することを指導し、都道府県警察の独自性を尊重する警察

運営を実現するよう求める。 

(2)公安委員選任への警察の関与を排除 

知事が任命すべき都道府県公安委員は、都道府県警察が選

任しているのが実態であり、知事の任命権と議会の同意権

を厳格に運用するように、知事及び都道府県議会に勧告す

るよう求める。 

(3)犯罪捜査の在り方の抜本的な見直し 

あってはならない冤罪事件が続発している。法的な根拠も

なく防犯ﾋﾞﾃﾞｵ、監視ｶﾒﾗのﾃﾞｰﾀや N ｼｽﾃﾑが捜査に利用され

ている。捜査の現場で検挙実績を追求するあまり「法令等

の厳守」の原則がおろそかになってはいないか。取調べの

全面可視化の早期法制化をはじめ、代用刑事施設の廃止、

捜査活動における適正手続きの厳守等、警察の犯罪捜査の

在り方を抜本的に見直すとともに個人のﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰを侵害

する恐れのある捜査手法の規制に関する法律を整備する

よう求める。 

(4)警察予算の透明化 

多くの都道府県警察で、長年にわたり組織的な裏金作りが

行われていたことが露呈した。これは捜査費(捜査用報償

費)、旅費等の執行段階の問題である。裏金問題の根本は、

こうした警察予算の必要性、積算根拠、必要額などの事業

仕分け行われてないことにある。警察予算に対する厳格な

事業仕分けを求める。また、予算執行をチエックすべき会

計検査院、監査委員に対して末端受領者は開示されていな

い。警察予算の編成から執行までを納税者である国民に開

示するよう求める。 

(5)情報開示の促進 

警察の秘密性・閉鎖性は改められてはいない。警察活動に

支障があるとの一方的な理由で非開示とされる情報が依

然として多い。例えば、捜査費予算の積算根拠は開示され

ないし、警察署の配置人員や職務執行に当たった警察官の

氏名等、も開示しない。公安委員会が情報公開審査会の答

申を無視する傾向もある。都道府県警察及び公安委員会の

情報開示に関する姿勢とその実態を把握して情報開示を

促進するよう求める。 

最終目標は警察法の抜本改正 

現行警察法は既に制定以来 55 年が経過している。民为党

のﾏﾆｭﾌｪｽﾄの鳩山政権の政権構想には「官僚丸投げの政治

から、政権党が責任を持つ政治家为導の政治」「中央为権

から地域为権へ」とある。自民党政権で進められた警察の

官僚による中央集権化を解消し一日も早く、都道府県警察

の独自性を尊重する警察運営を実現すべきだ。そのために

は警察法の抜本的な改正が必要だ。「市民の目ﾌｫｰﾗﾑ北海

道」が警察法の改正が必要と考える点は以下のとおりだ。 

(1)公安委員会事務局の独立と体制強化 

独立の事務局を設置し、事務局員は警察職員以外を当て、

必要な体制を強化する。(法 13 条、法 44 条の改正) 

(2)公安委員の選任の透明化 

公安委員の選任の透明化を図るため、議会の同意に当たっ

て公聴会制度を導入する。(法 7条、法 39 条の改正) 

(3)公安委員長と議会との関係を明文化 

都道府県公安委員長に、地方自治法第 121 条(議会出席義

務)の履行させるため、委員会を代表して議会に出席すべ

きことを明文化する。(法 43 条 3項の改正) 

(4)公安委員会の権限の強化 

 公安委員会の監察の指示等の権限を強化し、警察施設へ

の立入調査権、職員への質問権、書類等の閲覧権等を付与

する。（法 12 条の 2、法 43 条の 2の改正） 

(5)警視正以上の警察官の人事権を都道府県公安委員会へ

移管 

地方警務官制度（法 56 条）を廃止するほか、国家公安委

員会が所掌している警視総監、都道府県本部長をはじめ警

視正以上の警察官の人事権を都道府県公安委員会に移管

する。(法 49 条、50 条、55 条の改正) 

(6)公安委員会による苦情処理の明確化 

警察職員の職務執行に対する苦情の処理は都道府県公安

委員会が自ら実施することを明記する。(法 79 条の改正) 

(7)管区警察局、市警察部、北海道警察の方面本部の廃止

警察庁の地方機関である 7管区警察局を廃止(法 30 条)、

空文化している市警察部を廃止(法52条、46条の2の削除)、

道警方面本部及び方面公安委員会を廃止(法 46 条、51 条の

改正) 

など警察組織の合理化を図る。 

「市民の目フォーラム北海道」http://shimin-me.net/ 


